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1．研究の背景と目的 

平成 10 年に特定非営利活動促進法が施行され、市民活
動団体は法人格を取得し、幅広い活動を行う事が可能とな

った。また平成 16 年の景観法の施行を受け、景観まちづ
くりに対する社会的関心が高まる中、市民活動団体がまち

づくりに参画し、市民によるローカルルールの再構築や運

用を模索することは不可欠であると言える。 
そこで本研究では、景観まちづくりに携わる市民活動団体

に着目し、都市規模別に活動目的や団体の組織形態のあり

方等を整理･把握する事で、背景人口等の都市規模による

影響を踏まえた、市民活動団体の組織形態の傾向を明らか

にする事を目的とする。 
 
２．研究の方法 

 景観まちづくりに関する文献や各都道府県のNPO支援セ

ンターへのヒアリング注１）、インターネット等の情報を収

集・整理し、景観まちづくりに携わる市民活動団体（全 653

団体）を抽出し、組織形態、主要な目的、活動対象として

いる地域の規模(人口密度)を調査した。地域の規模は平成

17 年、国勢調査で収集されたデータを用いた。さらに、組

織形態や目的、都市規模による団体の特徴を把握し、全国

の景観まちづくりに関する団体の傾向を明らかにする。 

 

３．景観まちづくり団体の目的 

 景観まちづくり団体の目的は多様であるため、本研究で

は、各団体の目的を４つのカテゴリに大別し分類した (※

カテゴリは重複して選択される場合有り) （表１）。 

 
Grasp of the situation of the citizens activity group that is 
involved in spectacle city planning 

KAKIMOTO Nami  
SATO        Seiji 
HIMENO     Yuka 
KOBAYASI   Yuji 

 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口規模別に各目的の選択率をみると、人口の少ない市町

村規模では「町並み保存･再生」を目的に掲げる割合が約

50％と高く、人口規模の拡大に伴い選択率は減少し、「活

性化･生活環境向上」の選択割合が 63％と高くなるという

傾向がみられた。「文化財保護」「自然景観保全」に関して

は、人口規模による大きな変化はみられなかった（図２）。 

 

４．都道府県別でみる傾向 

 都道府県別に、人口規模や NPO 認証数、登録有形文化財

(建物)の件数、伝統的建造物群保存地区(以下伝建地区)の

数と、団体数や各目的との関係を明らかにする（表３）。 

 最も団体数が多いのは東京都の 41 団体であり、人口規

模 12,578,801 人、NPO 認証数 5569 団体と、全国で最多の

値を示している。目的は「町並み保存･再生」を目的とす

る団体が 262 団体と最も多く、得に京都府、福岡県、大分

県にはそれぞれ 13 団体存在している。うち京都府は府内

に伝建地区数を７箇所所有しており、全国的に見て伝統的

な町並みを保存しようという動きが強いことが理解でき

る。「文化財保護」を目的とする団体については福岡県が

11 団体と最も多い。「自然景観保全」を目的とする団体に

ついては、北海道が 14 団体と最も多い。北海道は国内唯

一の亜寒帯であり特異な気候であるために創出される自

然景観を維持するトラスト団体が数多く存在するためで

あると考えられる。「活性化･生活環境向上」を目的とする

団体で最も多いのは東京都の 37 団体である。 
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北海道  5,627,737 38 1336  91  1 12 8 14 12
青森県  1,436,657 4 238  55  2 2 0 2 2
岩手県 1,385,041 6 298  63  1 1 3 0 2
宮城県 2,360,218 9 457  63  0 0 4 2 4
秋田県  1,145,501 7 166  143  1 1 1 2 4
山形県  1,216,181 5 270  83  0 1 3 0 2
福島県 2,091,319 18 419  78  1 6 1 0 12
新潟県 2,431,459 15 433  254  1 9 4 0 4
富山県  1,111,729 6 87  77  3 3 0 2 2
石川県  1,174,026 17 170  147  3 5 1 0 14
福井県  821,592 4 54  48  1 1 2 0 2
茨城県 2,975,167 13 407  221  0 2 4 1 8
栃木県  2,016,631 9 374  159  0 2 2 2 4
群馬県  2,024,135 13 529  230  1 3 3 0 9
埼玉県  7,054,243 16 1107  106  1 7 2 7 4
千葉県 6,056,462 4 1222  66  1 2 1 2 0
東京都 12,576,601 41 5569  211  0 5 3 1 37
神奈川県  8,791,597 19 2000  136  0 7 4 6 7
山梨県  884,515 5 225  52  1 1 2 1 1
長野県 2,196,114 20 671  301  5 10 3 3 10
岐阜県 2,107,226 12 453  120  5 6 3 2 2
静岡県  3,792,377 11 714  113  0 2 4 3 3
愛知県  7,254,704 19 1035  233  0 9 3 0 13
三重県 1,866,963 10 441  62  1 5 1 2 2
滋賀県 1,380,361 22 358  234  3 11 4 3 11
京都府  2,647,660 20 808  252  7 13 5 1 8
大阪府  8,817,166 23 2354  405  1 5 2 5 13
兵庫県 5,590,601 26 1143  269  1 10 3 0 14
奈良県 1,421,310 11 246  117  2 9 1 0 4
和歌山県 1,035,969 8 265  109  1 3 4 1 2
鳥取県  607,012 8 130  91  1 4 2 3 2
島根県  742,223 8 177  47  2 5 1 1 5
岡山県 1,957,264 15 419  154  2 7 2 4 7
広島県  2,876,642 11 498  74  2 7 2 1 7
山口県 1,492,606 16 290  55  4 5 4 3 8
徳島県  809,950 4 196  61  2 2 0 0 2
香川県 1,012,400 14 180  302  1 7 10 2 2
愛媛県 1,467,815 9 246  72  1 7 2 0 3
高知県  796,292 9 198  208  1 6 4 1 2
福岡県  5,049,908 19 1046  45  4 13 11 2 7
佐賀県  866,369 12 239  68  4 6 6 0 5
長崎県 1,478,632 10 336  65  3 4 3 1 3
熊本県  1,842,233 9 392  90  0 4 0 3 3
大分県  1,209,571 17 369  128  1 13 2 3 5
宮崎県 1,153,042 9 224  46  3 6 1 0 5
鹿児島県 1,753,179 8 406  36  3 4 1 2 4
沖縄県 1,361,594 11 307  42  2 7 3 4 6
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表３．都道府県別にみる傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カテゴリ 市民活動団体の活動目的

① 町並み保存･再生 伝統的、歴史的町並みの保存を目的とする団体

文化財保護 単体の有形文化財や無形文化財の保護を目的とする団体

自然景観保全 自然景観・農村景観の保全を目的とする団体

活性化･生活環境向上 生活環境の保全･向上、治安維持、インフラ整備などを目的とした団体

②
③
④

表１．景観まちづくり団体の目的 
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図２．人口規模別に見た各目的の団体数と選択
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５．都市規模別でみる傾向 

５－１．都市規模の分類 

 4 章より、団体数や目的は、地域の人口などの都市規模

に何らかの影響を受けていることが推察されたため、ここ

では人口(人)と人口密度(人/㎢)から、都市規模を 12 グル

ープに分類し、団体数や目的の傾向を分析する。人口は、

政令指定都市規模(50 万人以上)、中核市規模(30 万～50 万

人)、特例市規模(20 万～30 万人)、市町村規模(20 万人以

下)の四つに分類した。人口密度は、「小笠原義勝による都

市分類の方法」注２）から、人口密度が 106.9～481.1(人/㎢)

間を標準都市とし、それ以下を人口密度が低い都市、それ

以上を人口密度が高い都市と定義し、三つに分類した。そ

の結果 12 分類した都市規模を図４に示す。 
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５－２．都市規模別にみる団体数 

 都市規模別に団体数の傾向を明らかにする。市町村規模

である都市⑩⑪⑫を合計すると 396 団体となり、人口規模

が 20 万人以下の都市規模に全体の 61％が集中しているこ

とがわかる。また、人口密度が標準以上の都市に、団体の

分布が偏っていることも図 5より明らかである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－３．都市規模別でみる目的の傾向 

 8 つ注３）の都市規模に所属する団体のうち、選択割合が

45％以上のものを、その都市規模の特徴的な目的として抽

出した。目的が抽出されなかった自然景観保全については、

どの都市規模で選択される傾向があるかを把握するため

に、その目的内の割合が高い上位 2位の都市規模を抽出す

る。都市規模別に各目的の団体数と割合を示したのが表 3

であり、それを図化したものが図 6である。「町並み保存･

再生」は、⑧⑩⑪⑫の都市に多く見られる。また、「文化

財保護」は⑤⑧、「自然景観保全」は⑧⑩、「活性化･生活

環境向上」は③⑤⑥⑨の都市で特徴的な目的として抽出さ

れたことが理解できる。つまり、人口が少ない都市規模で

は、「町並み保存･再生」を、人口が多く、人口密度も高い

都市規模では「活性化･生活環境向上」を目的とする傾向

がみられる。また、人口密度が標準で中核市･特例市規模

の都市⑤⑧では、抽出された団体は少ないものの、多様な

目的が混在していることがわかった。 

 

５－４．都市規模別にみる組織形態の傾向 

 各組織形態の団体数と割合を示したのが表 4であり、そ

れを図化したものが図 7である。 

 表 4 から、団体が存在する都市すべての都市規模で、法

人格を取得していない任意団体が 45％以上みられる。また、

⑤⑫の都市では、特定非営利活動法人も特徴的な組織形態

であることがわかる。他の組織形態に関しては、いずれも

割合が 10％以下となり、特徴的なものとしては抽出されな

かった。 

 表３．都市規模別による各目的の団体数と割合 
 

町並み保存・再生 文化財保護 自然景観保全 活性化・生活環境向上

① - - - - -
② - - - - -
③ 73 20（27％） 18（25％） 6（8％） 47（64％）
④ - - - - -
⑤ 2 1（50％） 1（50％）
⑥ 61 22（36％） 13（21％） 4（7％） 33（54％）
⑦ - - - - -
⑧ 13 8（62％） 6（46％） 3（23％） 3（23％）
⑨ 31 5（16％） 5（16％） 4（13％） 20（65％）
⑩ 103 49（48％） 11（11％） 28（27％） 37（36％）
⑪ 154 80（52％） 37（24％） 15（10％） 63（41％）
⑫ 139 68（49％） 35（25％） 23（17％） 58（42％）

目的
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表４．都市規模別による各組織形態の団体数と割合  

特定非営利活動法人 社団法人 財団法人 任意団体 その他

① - - - - - -
② - - - - - -
③ 73 29（40％） 1（1％） 3（4％） 39（54％） 1（1％）
④ - - - - - -
⑤ 2 1（50％） - - 1（50％） -
⑥ 61 23（38％） - 3（5％） 33（54％） 2（3％）
⑦ - - - - - -
⑧ 13 5（38%） - - 8（61％） -
⑨ 31 10（32％） - - 20（65％） 1（3％）
⑩ 103 37（36％） 4（4％） 6（6％） 54（53％） 2（2％）
⑪ 154 55（36％） 3（2％） 1（1％） 83（54％） 4（8％）
⑫ 139 67（48％） 1（1％） 6（4％） 62（45％） 1（2％）

団体数
組織形態

都市番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．総括 

 本研究では、全国の景観まちづくりに携わる市民活動団

体を抽出し、都市規模別に目的や、団体の組織形態の傾向

を明らかにした。また、都道府県別に伝建地区や文化財な

どの特性と、団体の目的の関係性を明らかにした。今後は、

都市規模別に、特徴的な団体にヒアリング調査を行うなど

して構成員･資金面などのより詳細な情報を、整理･把握す

ることが課題であるといえる。 
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注１）九州地方各県庁にヒアリングを行い、大分福岡を除き 18団体抽出した。 
注２）小笠原義勝による都市分類の方法  
   国土地理院で用いられた分類で、第一に都市別に産業別人口構成比を算出し、産業別人口構成比ごとに

都市数の頻度を求め、次に中央値から前後の都市数の 1/3 が含まれる数値区間を産業別に求め、いずれ

の産業についてもそれらの区間内に含まれる都市を標準都市とし‥（都市計画 p79 より抜粋） 

注３）本研究の研究対象とする団体の分布が見られた都市規模は、都市①②④⑦を除く 8分類であった。 
 

図５ 都市規模別でみる団体数図４ 都市規模の分類 

図６．都市規模別による各目的の傾向 図７．都市規模別による各組織形態の傾向 
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